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建設機械への接触防止安全装置搭載の制度化について（通知） 

 

 弊社では今年度、安全衛生管理計画で重機災害の防止として人的

な管理に加え、設備面での安全対策を行うべく、重機への安全装置の

搭載を努力義務としましたが、いまだに人と重機との接触災害が根

絶できず、稼動する重機に作業員が不用意に接近することによる休

業 4日以上の災害が発生しています。 

工事所及び協力会社の皆様へのアンケート調査結果から、重機へ

の接触事故防止に安全装置の搭載が有効であり、一方で有効な安全

装置の搭載重機の割合が低いことが判明したことから、社内協議を

行い重機への接触防止安全装置の搭載ルールを策定し、2022 年 4 月

1日より運用することといたしました。 

つきましては、「建設機械への接触防止安全装置の搭載要綱」をご

理解いただき、2022 年 4 月 1 日からの運用にご協力いただきますよ

うお願いします。 

 

                   

 

 

以上 



Ver.2（2022.3.24） 

建設機械への接触防止安全装置の搭載要綱 

１．目的 
人と重機との接触災害の根絶を目的に、2022 年 4月 1 日以降、対象重機が稼働する全工事に接触防
止安全装置（以下、安全装置と記す。）の搭載を制度化する。 

２．対象接触防止安全装置 
警報・警告装置（音、光、回転表示等）もしくは、緊急停止装置とする。 
バックモニターのみではオペレータによる見落としや人を含む動く対象物の確認が不確実とな 
る場合があるため、安全装置と認めない。 
・機械本体を重機のみに取付ける型式 
・機械本体を重機に取付け作業員等には ICタグを取付ける型式がある。 

また、それぞれの型式には、安全装置が重機に備えつけてあるものと、後で取付けるものの２種類
とする。 
なお、安全装置搭載の有無にかかわらず運転中の重機と作業員が混在して作業する際は、安衛則 158
条に基づき誘導者の配置は必要とする。 

３．対象重機 
対象重機は作業員との混在により、接触災害発生の可能性が大きい機種とする。 
・掘削用機械の内、パワーショベル・ドラグショベル（クローラ式・ホイール式） 
・解体用機械の内、ブレーカ、鉄骨切断機、コンクリート圧砕機、解体用つかみ機 

※対象重機は、既にメーカーによる安全装置搭載の機種が市場に多く流通しており、後付装備も可
能なものとする。 

４．安全装置の解除条件（緊急停止装置） 
緊急停止装置が機能することにより安全性が確保できない場合は、災害防止対策の徹底により 
緊急停止装置の解除を許可する。ただし、当作業終了後、必ず安全装置を復旧すること。 
（例） 
・狭隘な場所で緊急停止装置が作動することにより重機が急停止してしまい姿勢を制御できず建

物や設備に激突する等、安全性を損なう場合 
・周りに人や物がなく明らかに重機（1台）での傾斜地等の作業において、緊急停止装置が機 
能したときバケットで地面を押える等、転倒防止処置ができなくなる場合 

５．工事所の対応 
現行の「見積条件書」にて協力会社と契約している工事所は、既に安全装置未搭載機が持ちまれて
いることもあること、また、装置搭載に一定の期間を有すると見込まれることから、協力会社と手
配及び費用負担先を協議・決定の上、2022 年 6 月 30 日までに安全装置搭載機（後付け含む）を配
置することとする。 

６．協力会社への対応 
①「見積条件書」（2 月に改定）を改定し 2022 年 4 月 1 日より対象重機に対し安全装置搭載を 
必須とする。【改定様式①】 

②「労務及び安全衛生管理に関する誓約書」を改定し、契約後、対象重機を持込む場合、重機が安
全装置搭載機であることを誓約させる。【改定様式②】 

③「移動式クレーン・車両系建設機械等 使用届」を改定し、工事所に持ち込まれる対象重機が安
全装置搭載機であることを点検の上、提出させる。【改定様式③】 

④「作業計画書（車両系建設機械）」を改定し、安全装置の搭載及び、作業内容、計画時に解除する
理由等を記載させ提出させる。【改定様式④】 

７．『作業計画書（車両系建設機械）』について 
①協力会社は、現行の「作業計画書（車両系建設機械）」を使用している場合、新たに改定様式にて
計画するか、現行の計画書に改定様式の安全装置に該当する部分を、朱書きにて追記すること。 

②工事所長は安全装置を解除する場合（猶予期間内未搭載の場合）、協力会社からの理由および緊
急停止装置に代わる災害防止対策（監視の方法、災害防止対策、教育等）を作業概略図に計画し
ているかを確認するとともに、担当部門長の確認も得る。 

 安全装置を解除する計画書を、工事所のドロップボックス内の『作業計画書』フォルダ内に新た
に『安全装置解除許可作業計画書』フォルダを作成し即時、登録する。 

③担当部門長は、責任を持って安全装置を解除する作業内容が緊急停止装置に代わる災害防止対策
として適切であるか確認する。 

④担当部門長及び安全担当は、安全パトロール時に『安全装置解除許可作業計画書』フォルダに登
録された作業計画書の実施状況を注視する。 

 
以上 

 【 添付資料】 



※日付チェックが未完了です。「日付チェック」ボタンを押し、日付の整合性を確認ください。 見積依頼日

○○支社
工事所

仮設電気 安全設備
着手予定日 完了予定日 給 排 水 発生材処分費用

揚重設備 駐車場代
機械器具 その他
接触防止
安全装置
移動足場
（品名） （数量） （受渡場所） （品名） （数量） （受渡場所）

 

検査種別 検査実施 顧客立会 　検査項目（有の場合に記入） 安全衛生協力会費 会則に基づく会費

産業廃棄物処分代金 実費相当額

駐車場賃借料 実費相当額

受入検査

工程内検査

校正記録

毎日 時 分 施工体制台帳に関する提出書類 施工体制台帳に関する添付書類
毎日 時 分

毎月 日 曜日

接触防止
安全装置

（グリーン調達に関する要求事項等を記載する）

（様式：全1800-05-01/22.3）

請負代金の
支払から控
除する項目

接触防止安全装置 実費相当額

注）控除する場合はいずれかを選択。控除しない場合は削除。他項目がある場合は追記。

下記の車両系建設機械は、2022年4月1日より、接触防止安全装置[警報・警告装置(音、光、
回転表示等)若しくは、緊急停止装置］を搭載すること。
(重機のみに取付ける型式、重機と作業員等に取付ける型式)
・掘削用機械の内、パワーショベル・ドラグショベル（クローラ式・ホイール式）
・解体用機械の内、ブレーカ、鉄骨切断機、コンクリート圧砕機、解体用つかみ機

グリーンサイト
乙は、業法・安全書類の電子化とCCUS連携による技能者の経験蓄積のため、全ての再下請業者を
含めグリーンサイトに加入すること。再下請業者が未加入の場合は、一次業者が代行登録すること。

その他の
特記事項

備  考

見　積　範　囲

工場検査

外部機関
検査

工　事　科　目 見  積  条  件  書（改定版） 甲
株式会社奥村組

乙
外注工事業者

見積書提出期限 【備考】 支払条件 甲の基準による 労  災  保  険 甲の指示による
工　事　名　称 精算条件 （　　　　　　　　）

工　　　　　種

支  給
仮設等

工　　　　　期
施　工　場　所

（　　  　　　　    　　　　）による

入契法適用対象の有無

建リ法適用対象の有無

主な品質
上の要求

事項

（甲は適用版等も記載すること）

支  給
材料等

適用する仕様書等 （　　　　　　　　　　　　　年版適用）
（乙は指定適用規格通り見積ること）   設計図・仕様書・その他

検査要領書の作成 （　　　　　　　）
検査日時、検査内
容、資料提出等は
甲の指示による

主任技術者の配置

施工体制

施工に必要な建設業許可

（　　　　　　　）

特殊工程 （　　　　　　　　　　　　　　　）

管理方法
及び

提出書類

施工要領書 （製作・検査含む）

その他順守事項
①入契法適用工事においては一括下請負の疑義がかかる発注
形態を全面禁止とする。特に実質的関与をしない下請負業者
を介在させないこと
②施工体制台帳等に記載しない業者の使用禁止
③発注者、元請の施工体制に関する点検への協力
④施工体制に変更が生じた場合の報告
⑤主任技術者と直接雇用の関係を有すること
⑥「下請負業者の皆さんへ」を再下請負人に配付し、再下請
負通知書を作成させる
⑦再下請負契約は書面にて締結すること

品質証明書　

作業手順書 

作業条件

作　業　時　間 　　　　　　　　　　～

工事写真その他の制限

試験成績書

自主管理・検査報告書

安全衛生に関する届出書

休　　工　　日

管理
識別保管・養生

   ・雇用を証する書類

関　連　作　業

主任技術者の名札(写真貼付)着用

出荷証明書
施工図 製品保証書

       ・下請負業者編成表    ・建設業許可通知書（写）

       ・再下請負通知書

       ・下請負人に関する事項    ・資格を証する書類
安全衛生環境協議会

建設リサイ
クル法によ
る順守事項

       ・請負契約書（写）    ・技術者の写真（２枚）
安全衛生環境活動順守事項
①乙は、甲の主催する安全衛生環境協議会組織・行
事に参加する。
②乙は安全衛生活動への参加および相互扶助を目的
とする安全衛生協力会に加入し、会則を順守すると
ともに会則に定める会費を納入する。

下請負契約が建設ﾘｻｲｸﾙ法（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律）の適用対象になる場合は、
(1)甲は乙に対し、発注者から都道府県知事への届出事項について、届出書の写しの提示等により説明する。
(2)乙は、甲と協議の上、契約付帯事項に ①分別解体等の方法、 ②解体工事に要する費用、 ③再資源化等
　をするための施設の名称及び所在地、④再資源化等に要する費用を記載し、甲に提出する。

その他現場で行う活動

作業打合せ会議　　　 

安全衛生
・労務管
理条件

建設キャリア
アップシステ
ム（CCUS）

①乙は、甲発注の工事請負契約を締結した場合は、全ての再下請負業者を含めＣＣＵＳ事業
者登録及び技能者登録を行うこと。（一次業者は2022年3月までに完了、全ての再下請負業者
を含め2024年3月までに完了すること。）
②甲は、乙等のＣＣＵＳ登録状況を確認し、発注の優先度を考慮する場合がある。

注：①該当しない項目には「斜線」を引く　　②見積書に添付する

労災上積
保険

管下全作業員(再下請負業者作業員､一人親方､中小事業主を含む)を対象とし､死亡及び後遺障
害1～3級の補償1500万円以上､並びに4～7級まで担保する労災上積保険に加入する。

社会保険

①乙は標準見積書等を活用し法定福利費を内訳明示した見積書を作成し甲に提出すること。
②乙および乙の再下請負人以下の全ての再下請負人は、企業単位、労働者単位での適正な社
会保険に加入すること。
③甲は適正な社会保険に加入していない全ての労働者について、平成29年4月1日以降、特段
の理由がない限り現場入場を認めない措置をとる。乙は甲の当該措置に協力すること。

有 無

要 不要

要 不要

要 不要

要 不要

要 不要

朝礼 昼礼

土 建 大 左 と 石 屋

電 管 タ 鋼 筋 舗 しゅ

板 ガ 塗 防 内 機 絶

通 園 井 具 水 消 清

有資格者名簿 使用設備・器具一覧表

甲 乙

要 不要 提出要 提出不要

有 無

提出要 提出不要

実数 実測 買戻条件付 特別条件

支給する 支給しない 支給する 支給しない

甲負担 乙負担

乙負担甲負担

支給する 支給しない

支給する 支給しない

支給する 支給しない

支給する 支給しない

専任 非専任

要 不要

要 不要

要 不要

要 不要

要 不要

要 不要

要 不要

要 不要

要 不要

要 不要

有

有

有

有

有

有

有

有

無

無

無

無

無

無

無

無
解

支給する 支給しない

【改定様式①】

接触防止安全装置の使用を明記。

事前協議のうえ、支給の有無を決定。



年 3 月 1 日

労務及び安全衛生管理に関する誓約書
一次会社名

会社名
（ 2 次）

代表者名 ㊞

記

　　

内容及び適正配置に配慮します。原則として危険有害業務には就かせません。やむを得ず就労さ

せる場合は、職長の直接指導により、関係法令を順守して作業させます。

４．情報漏えい対策

５．下請負人の指導

以　　　上

　④　従業員に対して社会保険の加入状況を把握し、未加入の場合は適切な保険に加入させるよう指導
　　　します。

山田　一郎

　貴社の発注に係る工事の施工にあたり、労働基準法、労働安全衛生法、職業安定法その他関係法令に
定められた使用者または事業者の責務と貴社の諸規則を誠実に履行するとともに、貴工事所における労
務及び安全衛生に関する指示等に従うほか、特に下記の事項を順守することを誓約いたします。

　③　作業手順書、作業計画書等の必要な作業では必ず作成し、貴工事所の確認、指導を受けた後、従
　　　業員全員に周知し、それを順守して作業させます。

　③　賃金の支払は、通貨払、直接払、全額払、毎月払および一定期日払の原則を順守し、所定外労働
　　　時間については、法定の割増賃金を支払います。また、賃金不払は絶対に起こしません。

２．安全衛生管理

　また、貴工事所へ提出の労働安全衛生に関する届出書類等については、その内容について該当する従
業員に周知するとともに、貴工事所に提出することならびに貴工事所が必要に応じ安全衛生関係書類等
に氏名等を記載すること、記載したものを掲示することおよび第三者 (官公庁等) に提供することにつ
いて同意を得ましたので報告します。

１．従業員の雇用管理

　①　従業員の募集は正規の手続によって行います。また、雇入時には労働条件を明示します。

　②　出入国管理及び難民認定法に違反する不法就労者等は入場させません。

株式会社 山田工務店

2022

㈱奥村組芝公園 工事所長　殿 大山建設 株式会社

　⑦　当社持込機械は、法令で定められた構造規格を保持し、安全性を確認した上で使用します。また
　　　持込時には必ず点検を実施し、確認を受けたもの以外は使用いたしません。

　　　びに4～7級まで担保する労災上積保険に加入します。

　①　労働安全衛生法にもとづき、管理体制を確立するため、安全衛生責任者、作業主任者、作業指揮
　　　者等を選任し、貴工事所に届出ます。
　②　貴工事所の安全衛生環境協議会、工程会議には必ず出席し、その決議、指示事項は従業員全員に
　　　徹底させます。

　⑤　労働安全衛生法にもとづき、雇入時教育、特別教育、職長教育、安全衛生責任者教育、作業内容
　　　変更時教育(送り出し教育等)を自主的に実施します。
　⑥　法令で定められている健康診断およびストレスチェックを必ず実施します。

　④　法に定められた免許取得者等の資格を要する業務には、必ずその資格をもつ従業員を配置し、
　　　かつ貴工事所に届出ます。

　⑪　高齢者（特に65歳以上の者）を就労させるにあたっては、弊社の責任で健康状態を確認し、作業

　②　被災者に対しては、適正な補償を行います。それに備えて、管下全作業員（下請負人の作業員、

　　　一人親方、中小事業主を含む）を対象とし、死亡及び後遺障害1～3級の補償1500万円以上、並

　貴工事所業務にパソコンを使用する場合、情報セキュリティ対策を実施し情報漏えいの防止に努めます。

  下請負人を使用する場合は当社が責任をもって指導を行い、前記の各項を順守させます。

　⑧　当社持込車両系建設機械の内、下記、重機については、2022年4月1日より接触防止安全装置
　　　[警報・警告装置　(音､光､回転表示等)若しくは、緊急停止装置］搭載機とします。
　　　(重機のみに取付ける型式、重機と作業員等に取付ける型式)
　　　・掘削用機械の内、パワーショベル・ドラグショベル（クローラ式・ホイール式）
　　　・解体用機械の内、ブレーカ、鉄骨切断機、コンクリート圧砕機、解体用つかみ機

　⑩　女性、年少者などについては法令に定める就業制限を厳守します。

３．労働災害への対応

　①　万一、労働災害が発生した場合、速やかに貴工事所の職員に報告するとともに、再発防止に取り
　　　組みます。

　⑨　毎日、作業終了時には必ず後片付を行い、常に現場の整理整頓に努め、担当職員に作業終了の報
　　　告を行います。

（安衛-01/22.03）

【改定様式②】



標準様式第９号
　　　　2022　年　3月　1日

 等 使用届
持 込 時 の 点 検 表

　機　　械　　名

1 クレーン

事業所の名称 2 移動式クレーン

所　長　名 殿 3 デリック

4 エレベーター

5 建設用リフト

印 6 高所作業車

(b) (b) 7 ゴンドラ

巻過防止装置 旋回 8 ブル・ドーザー

　このたび、下記機械等を別紙の点検表により、点検整備のうえ持込・使用しますので、 過負荷防止装置 バケット 9 モーター・グレーダー

お届けします。なお、使用に際しては関係法令に定められた事項を遵守します。 フックのはずれ止め ブーム・アーム 10 トラクターショベル

起伏制御装置 11 ずり積機

旋回警報装置 12 スクレーパー

主巻・補巻 13 スクレープ・ドーザー

起伏・旋回 警報装置 14 パワーショベル

印 クラッチ アウトリガ 15 ドラグ・ショベル

ブレーキ・ロック ヘッドガード 　　（油圧ショベル）

ジブ 照明 16 ドラグライン

滑車 操作装置 17 クラムシェル

フック・バケット バケット・ブレード 18 バケット掘削機

ワイヤロープ・チェーン ブーム・アーム 19 トレンチャー

玉掛用具 ジブ 20 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機

操作装置 リーダ 21 くい打機

性能表示 ハンマ・オーガ・バイブロ 22 くい抜機

照明 油圧駆動装置 23 アース・ドリル

ブレーキ ワイヤーロープ・チェーン 24 ﾘﾊﾞｰｽ・ｻｰｷｭﾚｲｼｮﾝ・ﾄﾞﾘﾙ

クラッチ 吊り具等 25 せん孔機

ハンドル 滑車 26 アース・オーガー

タイヤ ブレーキ 27 ﾍﾟｰﾊﾟｰ･ﾄﾞﾚｰﾝ･ﾏｼｰﾝ

クローラ 駐車ブレーキ 28 地下連続壁施工機械

警報装置 ブレーキロック 29 ローラー

各種ミラー クラッチ 30 クローラドリル

方向指示器 操縦装置 31 ドリルジャンボ

前後照灯 タイヤ・鉄輪 32 ロードヘッダー

左折プロテクター クローラ 33 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬｰ

アウトリガー 配電盤 34 スタビライザ

昇降装置 配線 35 ロードプレーナ

ベッセル 絶縁 36 ロードカッター

後方監視装置 アース 37 ｺﾝｸﾘｰﾄ吹付機

突りょう 38 ボーリングマシン

作業床 接触防止安全装置（緊急停止） － 39 ブレーカ

昇降装置 接触防止安全装置（警報・警告） 40 鉄骨切断機

電気装置 41 コンクリート圧砕機

ワイヤ・ライフライン 42 解体用つかみ機

43 重ダンプトラック

44 ダンプトラック

45 トラックミキサー

印 印 46 散水車
(注) １．持込機械等の届出は、当該機械を持ち込む企業（貸与を受けた企業が下請の場合はその企業）の 47 不整地運搬車
　　　　　代表者が所長に届け出ること。 48 ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車
　　　２．点検表の点検結果欄には、該当する箇所へ レ 印を記入すること。 49 その他
　　　３．自社の点検表にて点検したものは、その点検表を貼付する（転記の必要はなし）
　　　４．機械名１から６まではＡ、Ｂ欄を、７はＣ欄を、８から42まではＤ、Ｅ、Ｆ、Ｇ欄を、43から47までは

　　　　　Ｂ欄を、48はＢ、Ｄ、Ｅ欄を使用して点検すること。
　　　５．点検結果の(a)は、機械所有企業の確認欄とし、(b)は持込企業又は機械使用企業の確認欄とする。
　　　　　元請が確認するときは、(b)の欄を利用すること。

　　　６．場内搬入後、持込機械届済証を当該機械に貼付すること。　　　　　

　　　７．直近に実施した特定(年次)及び月例の定期自主検査帳票の写し、任意保険(移動式クレーンの場合)の写し
　　　　　を必ず添付すること。
　　　８．資格を必要とする建設機械運転者等には作業中、必ず運転免許証等の資格証を携帯させること。

機械等の特性・
その他その使用上
注意すべき事項

〔機械貸与会社から使用会社に対するメッセージ（機械貸与会社記入）〕
　・運転席を離れる時、エンジンのキーを抜き、運転者が保管すること。
　・駐機時は、排土板・バケット等を接地すること。

2022・3・1

点
検
日

点
検
者

(a) (b)

－

レ

点
検
者

品川五郎点
検
日

有効期限
レ

Ｃ
ゴ
ン
ド
ラ

2022年11月30日

加入額

対　人 無制限 搭乗者 10,000,000円

対　物 30,000,000円 その他 車両　5,000,000円

レ

特 定 2021年11月20日
レ

レ

Ｈ
そ
の
他

任 意 保 険

レ

レ

レ

Ｇ
電
気
装
置

Ｆ
走
行
部

有
効
期
限

自
主
検
査

定
期

年次 特定自主検査による

移動式クレーン

等の性能検査 有

効期限

月次 2022年2月20日

　（副）大　崎　六　郎 車両系建設機械運転技能講習

安
全
装
置
等

レ

レ

自  動  車
検  査　証
有効期限

2022年11月30日

資　格　の　種　類
レ

レ

　（正）品　川　五　郎
レ

レ

レ

搬出予定年月日 2022年10月31日 リース
レ

Ｂ
車
輌
部

（
下
部
走
行
体

）

レ

持 込 年 月 日 2022年3月 1日

使用場所 地山掘削現場

自社・ﾘｰｽの区別 そ
の
他

走
行
部

車両系建設機械運転技能講習
運 転 者
(取扱者)

氏　   　 名

機　　  械 ドラグショベル　SK225SR 中央区重機㈱
0.8㎥

（機体重量：23ｔ）
1994年 110

Ｅ
作
業
装
置

レ

レ

レ

レ

レ

名　　称 メーカー 規　格・性  能 製造年
管理番号

（整理番号）

株式会社  山下組（３次）
山　下　良　夫

制
御
装
置
・
作
業
装
置

レ

レ

Ａ
ク
レ
ー
ン
部

（
上
部
旋
回
体

）

安
全
装
置

Ｄ
安
　
全
　
装
　
置

レ

レ

(a) (a)

各
種
ロ

ッ
ク

レ

レ

レ

移 動 式 ク レ ー ン 等 車 両 系 建 設 機 械 等
株式会社　山田工務店

代表者名 山田　一郎
点　検　事　項

点検結果
点　検　事　項

点検結果

所　有　会　社　名 代　　表　　者　　名

芝公園工事所
品　川　五　郎 印

小田　裕二 一次会社名 大山建設　株式会社

車両系建設機械
（バックホウ（クローラ式）

持込企業名

電    話 03-3456-1234

使　　用　　会　　社　　名 代　表　者　名

山田　一郎

□緊急停止機能　■警報・警告（音、光、回転灯等）【重機のみに取付ける型式】　

□緊急停止機能　□警報・警告（音、光、回転灯等）【重機と作業員等に取付ける型式】

□未搭載の理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※未搭載の場合は、理由を、必ず上記（　　）内に記載する事！！

元　請　確　認　欄 受付確認者

担
当
者

　　２０２２年　3月　1日

接触防止措置等

協力会社の所有又はリースの場合は、協力会社
が提出。当社がリースして協力会社に貸与する
場合は、リース会社が提出

持込会社の現場代
理人でもよい

作業に必要な免許資
格などを記入

車両保険等その他の保険を記入

特定自主検査を必要とする機械は、車両系建設機械、フォークリ
フト、不整地運搬車、高所作業車等に限られる。

使用会社の現場代理人
でもよい

持込会社の管理
番号を記入

所有会社の出庫責任者でもよい

（安衛-05/22.03）

協力会社にて機械の種類等を記載。
工事担当者は、接触防止安全装置の
搭載該当機種か確認。

協力会社にて接触防止安全装置の種類等を記載。
工事所担当者は、接触防止安全装置の搭載を確認。

協力会社にてその他の点検と同様に接触防止安全装置の点検を記載。
工事所担当者は、その他の点検と同様に接触防止安全装置の点検を確

【改定様式③】



作業計画書 車両系建設機械 （協力会社　作成） 計画指導事項 （元方事業者　作成）

（整地・運搬・積込用、掘削用、基礎工事用、締固用、その他）

接触防止安全装置搭載機：□パワーショベル　　■ドラグショベル　　□解体用機械

提出日： 年 月 日 承認日： 年 月 日

（印又はサイン）

工事所長 ㊞

（ 次) 　提出された作業計画について、次のように指導します。

　車両系建設機械（コンクリートポンプ車を除く）の作業計画を次のように作成しましたのでご確認ください。 　計画内容を関係作業員に周知した後、作業を行ってください。

年 3 月 5 日 ～ 年 10 月 9 日

1) 敷き鉄板（施工地盤等確認） 要 ・ 不要 地形・地質等（地山・盛土・軟弱）

機　種： 形　式： 性　能： 2) 地下水（地下水位等確認） 要 ・ 不要 地下水揚排水・地山改良等

ブーム長： ｍ リーダー長： ｍ 掘削最大深さ（高さ）： ｍ 3) 掘削法面措置（既設法面） 要 ・ 不要 施工法面勾配、防護方法

ｍ ｔ 度以上 4) 掘削土止め措置 要 ・ 不要 木矢板・簡易鋼矢板他

定格荷重： ｔ 5) 土止め支保工措置 要 ・ 不要 土止め支保工深さ、ＧＬ－　　ｍ

6) 誘導、合図の方法 要 ・ 不要 手・旗・笛・無線・その他

7) 障害物の防護措置 要 ・ 不要

□未搭載□装置解除□モニター（カメラ）だけの場合、 8) 監視人（誘導者） 要 ・ 不要

9) 立入禁止措置 要 ・ 不要

・補強土留 ・敷鉄板敷設 ・地盤改良 ・幅員確保 ・誘導者配置 ・その他（ ） 10) 第三者対策 要 ・ 不要

11) 要 ・ 不要

氏　　名 資　　格 １２） 要 ・ 不要

　作業指揮者
　オペレータ
　誘　導　者 ＜作業前確認事項＞
　合　図　者 ①
　作　業　者 ②
（作業場所、設置位置、運行経路、立入禁止措置、埋設物、架空線の位置、作業員配置等） ③

④
⑤

＜作業時順守事項＞
①
②

③
④

⑤
⑥

⑦

＜その他＞

（注：この欄に記載しきれない場合は、別紙に作業計画図を作成し、添付する）

回付順序 ： 元　　請 協力会社

元　　請：

協力会社：

機械の安定度、最大使用荷重等を順守する。また、制限速度（　　km／h）を超えて運転しない。

１０年

周知日

関
係
法
令

安衛則154条：地質状況等の調査
安衛則155条：事前調査情報に適応し、種類・
　　能力、運行計画、作業方法についての作業
　　計画の作成

安衛則638条の3：計画の作成
安衛則638条の4：下請の計画が元請の計画に適合するよう指導
安衛則662条の6／安衛則662条の7：掘削用機械作業／基礎工事用機械作業について、
作業内容・指示系統・立入禁止区域についての連絡調整

定期自主検査（月例・年次等）を実施し元請職員に報告する。（当社管理の機械は、記録を３年間保存）

機械の修理、アタッチメントの交換を行うとき、また杭打（抜）機械の組立、解体、変更又は移動のとき
は、作業指揮者を指名し、作業方法や手順を定め、直接指揮させる。

運転中の機械に接触する恐れのある箇所には、立入禁止措置を行い作業員を立ち入らせない。（やむを得ず混
在して作業する場合は、誘導者を配置する。誘導者は、専任の者で目立つ色のベストを着用し、一定の合図を定め誘導
する。立入禁止措置は、点ではなく線構造で区分する。やむを得ず重機の可動範囲に入るときは、必ず相互合図（グー
パー運動等）で確認し、重機が停止してから立入る。バックホウは原則、後進禁止。

作業中、機械の運転席以外に作業員を乗せない。また、運転者が運転席から離れるときは、作業装置等を地
上に下ろし、逸走防止措置を講ずる。エンジンキーを取り外し保管する。

機械を主たる用途以外に使用しない。

可動範囲内・重要施設・地下埋設近接

経験年数

機械・装置等の作業開始前点検を行う。（ブレーキ、クラッチ、警報・安全装置等）

迂回路・規制等

有資格者の確認を行う。

１５年

地上・地下支障物、地山・法面・路肩開口部等

　ﾊﾞｹｯﾄ自重：　　ｔ ＋ 土砂重量：　　ｔ （ﾊﾞｹｯﾄ容量　　㎥×土砂比重　　t/㎥）

〃

〃
世田谷開発㈱

接触防止安全装置の解除 要の場合、部門長確認日（　　　年　　　月　　　日　）

接触防止安全装置の搭載 不要の場合、部門長確認日（　　　年　　　月　　　日　）

作業時最大作業半径： 作業時最大荷重： 使用可能ブーム角度：

機械転倒
防止措置

接触防止
安全装置

□緊急停止機能　■警報・警告（音、光、回転灯等）【重機のみに取付ける型式】

□緊急停止機能　□警報・警告（音、光、回転灯等）【重機と作業員等に取付ける型式】

理由（　　　　　　　　　　　　　　                                                       　　）

太田　三郎

（サイン）

周知者

作業開始時の機械と関係作業員の配置及び作業場所の移動方向は別添平面図のとおり。
機械と作業員との接触防止のため、作業半径等、接触の危険のある箇所はカラーコーンとコーンバーにて表示する。

機械の移送のための積み下ろしは、安定した地盤上で行う。

免許・技能講習・特別教育
田村 一郎

作業概略図

会 社 名

他　　　名

〃

作業員の
配置及び
指揮系統

山口 二郎
佐藤 四郎

安全衛生責任者

2022 3 1

鈴木　四郎

2022 3 3

一次会社㈱奥村組 芝公園 工事所長 殿

一次会社 大山建設　株式会社

2022 2022

掘削残土積込・運搬・整形

7.3

安全衛生責任者

使用機械
規格・能力

クラム
シェル
の場合

協力会社 世田谷開発　株式会社

作業内容
及び方法

作業年月日

ドラグショベル EX200-2

（資料の提供） 工事所審査･工事所長承認 保管

安全衛生責任者

転倒、転落防止のため運行経路の路肩崩壊の防止、不同沈下の防止、幅員の保持等の措置をとる。転倒、転
落の恐れがあるときは、誘導者を配置する。

担
当
者

地山・盛土・土止め支保工架設付近の地盤、法面の状態、浮石等を確認する。

小田　裕二協力会社

計画書作成 受領 周知（サイン） 保管

鈴木　四郎

田村　一郎

ブーム、アーム等を上げ、修理、点検作業を行う時は、安全支柱、安全ブロック等を使用し降下による危険
を防止する。

田村　一郎

0.8㎥

4／3

4／3

（受領日）（印又はサイン）

地下埋設物・架空線等について、安全作業に支障ないか確認する。

作業前に作業場所の地形、地質の状態等を調査し、その結果に基づき計画する。

世田谷開発　株式会社 安全衛生責任者

大山建設　株式会社

架空線・埋設物・その他

本書

ｺﾋﾟｰ （安衛-10/22.03）

担当部門長 確認（安全装置解除の場合） ドロップボックス

「安全装置解除許可作業計画書」

協力会社にて重機の種類等を記載。

建設機械への接触防止安全装置の搭載対象重機は、作業計画書の赤字事項の該当箇所に、■印や、理由、日時等
を必ず記入すること！
また、作業概略図には安全装置（重機、作業員等のICタグ等）を確認できる様、赤色表示すること！
（安全装置を解除する場合（安全装置の未搭載の場合）は、緊急停止装置に代わる災害防止対策（監視の方法、災害
防止対策、教育等）を作業概略図に計画すること）

協力会社は、

・現行の「作業計画書（車両系建設機械）」を使用している場合、新たに改定様式にて計画するか、

現行の計画書に改定様式の安全装置に該当する部分を、朱書きにて追記.。

工事所長は、
・安全装置を解除する場合（猶予期間内未搭載の場合）は、協力会社からの理由および緊急停止装置に代わる災害
防止対策

（監視の方法、災害防止対策、教育等）を作業概略図に計画しているかを確認するとともに、担当部門長の確認も得

る。
安全装置を解除する計画書を、工事所のドロップボックス内の『作業計画書』フォルダ内に

新たに『安全装置解除許可作業計画書』フォルダ を作成し即時、登録する。
担当部門長は、

協力会社に接触防止安全装置の種類
等を記載。未搭載や装置を解除する
場合は、理由を記入。

ドラグショベルの記載例

交代した場合は別紙にて報告する

則155

則155

則157

法61、法59、則41

則170

則167、168、169、171
則155、157

則194、349
則164

則158、159
則161

則162、160
則163、156

則165、190

則166

【改定様式④】


